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１．問題の所在

　本論文の課題は企業によって作成されている消費者教育・啓発に関する教材等が学校現場で

利用できるのか否かを検討することにある。

　消費者教育の充実は、消費者庁設置などによる一連の消費者行政体制改革の中で、まだそれ

ほど表に出てこないが、たいへん重要な課題としては取り上げられている1)。しかし消費者教育

に対する本格的な取り組みはそれ以前から、正確には2000年代に入ってから、内閣府を中心に

継続的に行われていた2)。

　そこでは「消費者教育の体系シート」など多くの研究成果を生んでいるのだが、本論文の課

題のような、既存の具体的な教材を取り上げて、それを利用していくことかできるかという教

材の評価研究は少ない。数少ない中でも、この点について近年、精力的に研究を進めているの

は、鈴木真由子氏らによる一連の研究がある（鈴木・中村(2002)、鈴木(2003)、奥谷・鈴木(2008)、

奥谷・鈴木(2009)）。また本論文の課題だけに絞ると、鈴木(2003)が該当する。この研究では、

「こうした資料を学校教育で活用するために、客観的な評価が必要であると考えた」3)と述べら

れているように、この視点は我々の研究と同様の視点である。しかし、教材の適性についての

考察が多い一方、学習指導要領との関連性など、学校現場で求められているであろうニーズが

必ずしも反映されていなかった。おそらく「学校現場の求めるニーズ」に対する考え方が鈴木

氏と我々とでは異なるのである。

　我々は「学校現場の求めるニーズ」から、第１にここで取り上げる教材をそのまま利用する

ことが可能であること、第2に家庭科教員にとって利用できることが重要であると考えた。

　第1の点は、教材としての評価に対する根本的なスタンスの問題である。本論文では、実際に
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1） 福田元首相は、消費者庁設置に関しては、「今度はまさに賢い消費者というものを作りだしていく」

（森(2009)16ページ）ことが必要だと発言しているように、まだ表にはあまり出てこないが、消費者教育

が特に今回の動きの中で最も重要な位置を占めているといえる。

2 ) 詳しくは色川(2004)を参照のこと。

3 ) 鈴木(2003)123ページ。
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そのまま教材として使えるかどうかを評価基準とした。たとえ不十分な教材でも、一部でも利

用して、教師が手を加えれば教材化できる可能性もあるので、「すぐに用意できる」ことが重要

な評価基準とはならないという考え方もある。しかしこのような視点を考慮することは非現実

的であると我々は考えている。なぜなら、現場の教師の多くは、まことに残念ながら消費者教

育の教材開発を行っていく時間及び力量がないと判断せざるをえないからだ4)。色川研究室で

継続的に行われた教師に対するヒアリング調査や現場教師に対する講習等の印象では、消費者

教育に対する基本的な知識がかなり不十分であるし、それだけに手間がかかる自ら教材開発の

時間がとれない。また教師が大学生時代の授業において、消費者教育の基本的な理解を充分身

につけるだけの時間数が確保されていなかったこと、さらにはそもそも家庭科教師になる者た

ちが、消費者教育に対して強い関心をもって教師になったわけではないことが挙げられる。そ

うなると、教材を自ら開発していくというよりは、学習指導要領等に挙がっている内容や教科

書で取り扱われている内容をいかに正確に理解し、授業で実践できるのか、つまり既存教材を

そのまま利用できること、これがまず第一義的に現場の教師にとって「求めるニーズ」となる

と考えられるのである。

　第2の点は、既に内閣府の調査等でも言われているとおり、学校教育において消費者教育を実

践しているのは、主に家庭科であり、現行のままの科目配置でいくならば、それはあまり変わ

らないと考えられるからだ。社会科でも学習指導要領に取り上げられているが、大学教育にお

ける社会科教員養成の中で、消費者教育に関する部分を学ぶ可能性は家庭科以上に少ない。そ

の点を考慮すると、たとえ不十分にせよ家庭科で実践が行われることを想定する方が現実的で

ある。

　実際に企業によって作成された消費者教育教材を検討するための指標として、①社団法人消

費者関連専門家会議（ACAP）作成「企業が提供する学校における消費者教育資料作成ガイドラ

イン」（以下ではガイドラインと呼ぶ）、②財団法人消費者教育支援センター作成「消費者教育

の体系シート」（以下では体系シートと呼ぶ）、③学習指導要領における消費者教育の該当部分

を用いた（以下では指導要領と呼ぶ）。①の指標を用いると、例えば企業の宣伝など企業教材固

有の問題点が確認でき、そもそも教材として適切なのかどうかという外形的な評価が出来る。

また②の指標を用いると、学習指導要領以上の拡がりをもつ学校教育での具体的な取り組みま

でを射程に入れることができる。そしてこれらに加えて学習指導要領までを満たす教材ならば、

学校現場でそのまま利用できることになる。但しそれぞれが独立した作成されているため、関

連性が必ずしもあるわけではない。そのため①、②、③の指標は、融合して各指標が関わって

いるとまとめることができる。

　なお本論文でいう消費者教育教材とは、家庭経済分野に限定される内容というわけではなく、

企業によって消費者教育教材と理解されているもののうち、ＣＳＲ報告書やパンフレットを除

いたものを指す。通常より広い概念として把握していることに留意されたい。

　本論文の具体的な進め方は、まず調査の概要を示した上で、①ガイドライン、②体系シート、

③指導要領のそれぞれの指標に関して検討した上で、実際に本論文で用いる具体的な指標を明

示し、その結果を考察する。そして最後にまとめと課題を述べる。

　

4 ) 例えば、佐々木・山本(2001)、前田(2005)の研究がこれにあたる。古くは経済企画庁によって委託調

査された学校教育における消費者教育研究委員会(1984)169ページにも同様の指摘がある
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２．調査の概要

　企業の消費者対応関連団体であるACAP加盟企業全562社に対し、2008年9月4日から10月22日に

かけて、Ｅメールと電話にて「教材をいただきたい」旨、調査協力の依頼を行い、ご協力いた

だける旨の回答があった125社を調査対象とし、402冊の資料をご提供頂いた。これら資料のう

ち、CSR報告書やパンフレットといった、明らかに消費者教育教材ではないものを除き、11業界

69社151冊を教材として分析対象とすることにした。

３．ガイドラインからみた結果と考察

１）指標

　まず、教材を分析する視点として、社団法人消費者関連専門家会議の「消費者教育資料作成

のガイドライン」を用いて以下の指標を作成した。ガイドラインは1993年に作成されたもので

あるが、その視点は今なお、有効である5)。

　ガイドラインは７つのガイドラインと20の個別指標から成る。７つのガイドラインは、①教

育資料であること、②必要事項を明示すること、③内容・表現方法に配慮すること、④承諾な

しに送付しないこと、⑤最新情報を提供すること、⑥資料の範囲は広くとらえること、⑦第3者

の協力と参加を得ること、である。これらのガイドラインに加えて個別指標もふまえて、学校

現場の教材として検討する上で必要なものとして9の指標に再構成した（表１）。

２）結果

　まず、指標①「教材であることの明記」は、11.9%の18冊に記載されていた（表2）。消費者教

育の教材として送付を依頼した全資料数で見た場合、4.5%となる。教材として用いられること

を前提とするならば、記載が必ずほしいところであるが、教材を開発・作成することに対して

不慣れであることや教材作成に対する自信がまだ充分にないことの表れと見られる。

表 1　具体的なガイドライン

指標① 「教材であることの明記」

指標② 「対象（小学校・中学校・高等学校及び教科名の有無）」

指標③ 「作成者情報」　企業名、担当部署名、住所、電話番号、URL

指標④ 「作成年月」

指標⑤ 「宣伝・販促表現の表記」

指標⑥ 「内容の改訂の有無」

指標⑦ 「ドリルなどはあるか」

指標⑧ 「指導手引書はあるか」

指標⑨ 「第3者の協力はあるか」

　

5  )　鈴木真由子氏はこのガイドラインについて、「ガイドラインの記述内容が抽象的であることに加え、

評価基準が明確にされていないため、作成した資料がガイドラインに沿ったものであるか否かを客観的に

評価することは、困難であったと考えられる」（鈴木(2003)123ページ）と述べているが、我々が読む限り、

決して抽象的ではなく、調整すれば、充分利用できる指標であると考えている。
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　指標②「対象（小学校・中学校・高等学校及び教科名の有無）」は、6.0%の9冊に記載されて

いた。ほとんどの教材が、小学校・中学校・高等学校のいずれで使われると適切な教材なのか

は、教材をみて、教師が判断せざるをえないことになる。これでは教師に、よくわからないが

とりあえず入手してもらい、利用可能か検討してもらうという負担をかけることになる。利便

性という「学校現場の求めるニーズ」の一つを著しく欠くことになる。

　指標③「作成者情報（企業名、担当部署名、住所、電話番号、URL）」は前述しているものも

あるがもう一度整理する。各小項目の企業名が86.1%の130冊、担当部署名が53.6%の81冊、住所

が54.3%の82冊、電話番号が60.9%の92冊、URLが61.6%の93冊に記載されていた。教材の内容に

ついて企業に問い合わせをする場合、この作成者情報を基に行われることになると推察される。

作成者情報において企業名は、直接の連絡先などがなくてもそれらを探すうえで使うことが可

能となる。URLの記載が多かったのは、情報化社会における特徴とも取れる。URL内に会社名が

含まれることは多く、作成者情報の表記の一種として利用されている可能性が考えられる。

　指標④「作成年月」は60.3%の91冊に記載されていた。教材がいつ作られたものなのかは教材

の鮮度表示とも言え、日々の変化の激しい今日においては、新鮮なものを児童・生徒に教える

ための指標として重要といえる。記載率が比較的高かったことは、企業も教材を作成するうえ

で情報の鮮度の高さが重要であると認識していると思われる。

　指標⑤「宣伝・販促表現の表記」は、39.7%の60冊に記載されていた。学校現場で使われるこ

とを想定したガイドラインに必須の項目であるが、実際企業によって作成された消費者教育教

材の4割に、宣伝・販促表現があることになる。教材は教育目的であることが求められており、

宣伝や販促といった内容の表記が含まれることは相応しくない。

　指標⑥「内容の改訂の有無」は、14.2％の22冊に記載されていた。指標⑤「作成年月」と同

様に教材の鮮度を知る指標として重要である。作成年月と組み合わせて表示することでその効

果は大きなものになると考えられる。

　指標⑦「ドリルなどはあるか」は、教材の中に作られた記述欄の数やワークシートなどの数

表２　具体的なガイドラインによる評価結果

食品
繊維･
衣料

化学･
石油

電機
輸送
機器

その他の
製造業

流通･
サービス

金融･
保険

電気･ガス･
電話･通信

運輸･
旅行

情報
産業

合計
総数に
占める
割合（％）

教材数 72 7 14 12 7 12 7 6 9 1 4 151

指標① 教材であることの明記 8 0 1 1 0 5 0 0 2 1 0 18 11.9

指標② 対象（小・中・高　及び教科名の有無） 1 0 0 1 0 5 0 0 1 1 1 9 6.0

指標③
作成者
情報

企業名 62 5 14 9 7 7 7 6 9 0 4 130 86.1

担当部署名 42 4 6 9 7 5 2 3 3 0 0 81 53.6

住所 39 5 10 7 7 5 2 5 2 0 0 82 54.3

電話番号 48 6 11 7 7 5 2 5 1 0 0 92 60.9

URL 50 5 6 7 7 5 2 4 5 0 2 93 61.6

指標④ 作成年月 41 3 9 9 7 4 1 6 7 0 4 91 60.3

指標⑤ 宣伝・販促表現の表記 48 0 5 3 0 1 0 2 1 0 0 60 39.7

指標⑥ 内容の改訂の有無 10 0 7 1 0 2 0 0 1 1 0 22 14.2

指標⑦ ドリルなどはあるか 5 1 1 6 1 5 3 0 3 1 1 27 17.9

指標⑧ 指導手引書はあるか 0 0 0 2 0 5 0 0 2 1 0 10 6.6

指標⑨ 第3者の協力はあるか 24 1 8 6 4 1 0 1 7 1 4 57 37.7
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を分析した。その結果、17.9%の27冊の教材で確認できた。記述欄やワークシートにより教材で

学ぶ内容のより深い理解や復習ができることから、多くの教材において導入されることが望ま

れる。

　指標⑧「指導手引書はあるか」は、6.6%の10冊にあった。教材の使用方法について簡易に書

いてあるものから、授業実践案について詳細に時間配分やワークシートの使用方法などを示し

ているものまで、企業ごとの差が見えた。教材の内容によっては指導手引書が必要になること

も考えられ、教材とセットで作成されることが必要といえる。

　指標⑨「第3者の協力はあるか」は、37.7%の57冊で確認できた。現場教師などの学校教育関

係者に限らず、医師や大学、各種法人の協力を得ながら作成されていた。また、企画協力、監

修などその形式も様々であった。企業独自のノウハウだけではなく、偏った内容や主張になら

ないようにするために第3者の視点を取り入れることは、正確性、客観性、公平性を教材内にお

いて取り込むためのひとつの手段といえる。

　これらをまとめると、151冊の教材の中で、86.1％にあたる130冊の教材で指標③の作成者情

報として社名が挙げられていた。ついで指標③作成者情報のURL（61.6%）、担当部署名（53.6%）

と続いた。過半数の資料に記載されていた指標は、上記に加えて、住所（54.3%）、電話番号

（60.9%）と指標④作成年月（60.3%）であった。教材において企業名や連絡先、教材の作成年

月について記載することが、企業の広報・宣伝につながるために、このような結果になってい

ると考えられる。今回は分析対象に含んでいないが、企業から送られてきたCSR報告書などの企

業に関する情報の記載された資料には、企業名はもちろんのこと、指標③はすべて記載されて

いた。しかし一方では、教材であることの明記や学校種の明記がある教材はきわめて少なく、

いずれかが明記されている教材は全体の1割程度しかない。また指導手引書も6％の教材でしか

ない。これらのことは現場教師に教材の収集及び利用を困難にする可能性がある。

　業界ごとの特徴をみていくと、食品では、33社72冊の教材があった。食育に関する内容が大

半を占めている。教材であることの明記や目標について記載があったのは、それぞれ8冊と7冊

で、対象について示されたものは1冊だけであった。また、72冊のうち3分の2にあたる48冊で宣

伝・販促表現があった。繊維・衣料では、3社7冊の教材があった。いずれも教材であることの

明記や目標、対象は示されていない。行政主催の消費者セミナーで用いられている教材や思春

期教育を目的とした教材などがあるが、他は製品の選び方や使用方法の記述を中心としたもの

であった。化学・石油では、10社14冊の教材があった。食育や環境教育など幅が広い一方、教

材であることの明記や目標、対象などの記述のある教材は少なかった。電機では、4社12冊の教

材があった。教材であることの明記や目標、対象などが記載されているものは少ない。環境教

育に当たるものが多く、各企業の専門性を活かしている。輸送機器では、1社7冊の教材があっ

た。教材であることの明記やその目的、対象についての記述はない。作成者情報や作成年月な

どの項目については記載があるが、学校現場で使うのに有効なものであるかは不明である。そ

の他の製造業では、4社12冊の教材があった。教材であることの明記や目標、対象といった項目

は教材ごとにバラツキがあった。流通・サービスでは、4社7冊の教材があった。4社ともスー

パーであり、内容は食育や環境である。いずれも教材であることや目標、対象についての記述

はない。金融・保険では、3社6冊の教材があった。いずれも教材であることの明記や目標、対

象などについての記述がない。電気・ガス・電話・通信では、5社9冊の教材があった。教材で

あることの明記や目標、対象についての記述は多くない。運輸・旅行では、1社1冊の教材があっ
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た。この教材は国連教育科学文化機関（ユネスコ）と国連環境計画（UNEP）がすすめている、

「国連・持続可能な開発のための教育の10年」のために作られたものである。教材であること、

教材の目的、教材の対象が明記されている。情報産業では、1社4冊の教材があった。飲酒に関

する教材が2冊である。自動車に関する教材、タイヤに関する教材それぞれ1冊である。教材で

あることの明記や目標、対象などの記述はみられない。この中で、自動車に関する教材とタイ

ヤに関する教材はそれぞれの製造業者との協力により作成されている。ただし、いずれの製造

業者も今回の分析を行ううえで資料提供の依頼をお願いしたが、拒否されている。

 ３）考察

　作成した9つの指標によると，作成者情報がもっとも多く示されていた。また，教材であるこ

との明記やその目標，対象について示されているものは1割程度であった。作成者情報は過半数

の教材において記載されていたが，これは一般的に製品などに記載されているものであり，消

費者教育の教材において必ずしも記載されていない。宣伝・販促表現については6割の教材につ

いて配慮が見られた。教材であるという前提をもとに，宣伝・販促表現が記載されないことが

求められる。分析においてすべての指標を網羅する結果となった教材は一冊のみであった。本

分析を通して，ガイドラインが企業の消費者教育教材の作成現場で参考にされているか，活用

されているのか疑問に残る。このガイドラインの存在を、消費者教育教材を作成している企業

が知らない可能性もあり，その普及と周知が求められる。

４．体系シートからみた結果と考察

１）指標

　次に、2005年度に内閣府から請け負った財団法人消費者教育支援センターの作成した「消費

者教育の体系シート」を基に分析を行う。体系シートは、ライフステージの区分「幼児期」「児

童期」「少年期」「成人期」「高齢期」と領域の区分「安全」「契約・取引」「情報」「環境」をあ

わせたマトリックスからなっている（表3）。領域の区分の中では、３ないし４の目標が設定さ

れており、幼児期から高齢期まで一貫した目標を提示している。例えば契約・取引において、

幼児期では「欲しい物を手に入れたり、やりたいことをするときに、よく考えることができる」

からスタートし、児童期では「身の回りの商品を買うときに、必要性を考えた上で、価格や品

安全 契約・取引 情報 環境

児童期

少年期

成人期

高齢期

表３　消費者教育の体系シート

色　川　卓　男・遠　藤　陽　介170



質を比較することができる」、少年期では「日用の商品を買うときに、必要性や価格・品質など

を比較検討して選択できる」、成人期では「自己の必要性や所得を考慮し、選択肢の費用と効果

を検討して選択することができる」、高齢期では「自己の判断・選択での不安に備えて、身近な

人の協力が得られるようにしておくことができる」という形でそれぞれの目標が設定されてい

る。表3のようになる。

　２）結果

　体系シートにあてはめた結果、表4のように、11業界69社151冊の教材のうち、8業界21社30冊

をあてはめることができた。その割合は約2割である。

　業界ごとに見ると、「電気・ガス・電話・通信」が5社7冊、「化学・石油」が4社5冊、「電機」

が2社5冊、「食品」が3社4冊、「その他の製造業」が2社4冊、「流通・サービス」が3社3冊、「運

輸・旅行」と「金融・保険」がそれぞれ1社1冊ずつであった。21社30冊の中でも11社18冊と製

造業の割合が高い。

　ライフステージごとの年齢区分で見ると、「少年期（中学・高校生）」および「成人期」を対

象としたものがそれぞれ22冊、「児童期（小学生）」が21冊、「高齢期」が20冊だった。幼児期に

該当する教材は、今回はなかった。なお、１冊で複数のライフステージに当てはまるものがあ

り、各区分の合計は30とならない。

　対象領域である4分野の中で該当するものが多かったのは、「環境」で21冊であった。次に多

いものが「安全」の7冊、「情報」の4冊、「契約・取引」の2冊と続いた。環境については、「電

気・ガス・電話・通信」のインフラと各種製造業の企業で多く作られている。また、1冊で複数

の領域の内容を含むものもあり、各領域の合計は30とならない。

　ライフステージごとの区分においては、「児童期（小学生）」、「少年期（中学・高校生）」、「成

人期」「高齢期」、のそれぞれに該当する教材が多かった一方、「幼児期」に該当するものはなかっ

た。幼児期に該当するものはなかったが、児童期（小学生）から高齢期までに該当する教材の

数においては大きな差はなく、体系シートからみると、広く児童期（小学生）から高齢期まで

活用可能な教材が多いと言うことが言えるであろう。

　領域ごとの区分においては、環境に該当するものが多いことがわかる。環境の領域に該当す

る教材が多い傾向の理由としては、次のことが考えられる。

表４　体系シートによる評価結果

児童期 少年期 成人期 高齢期 安全 契約・取引 情報 環境

電気・ガス・電話・通信 5社7冊 6 4 3 3 1 1 3 4

化学・石油 4社5冊 3 4 5 3 4 0 1 2

電機 2社5冊 0 5 4 4 0 0 0 5

食品 3社4冊 4 4 4 4 2 0 0 2

その他の製造業 2社4冊 4 2 2 2 0 0 0 4

流通・サービス 3社3冊 3 3 3 3 0 0 0 3

運輸・旅行 1社1冊 1 0 0 0 0 0 0 1

金融・保険 1社1冊 0 0 1 1 0 1 0 0

21社30冊 21 22 22 20 7 2 4 21
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　製造業や電気・ガスの供給企業は企業自身の事業と環境との関係が密接であることから得意

とする分野であると考えられる。ISO14001の認証など、環境に対する取り組みが企業に求めら

れる中で、環境に対する取り組みの延長線上に消費者教育としての環境教育があるのではない

かと思われる。

３）考察

　まず領域別の視点で見てみると，全体を通して「環境」領域への取り組みが目立った。これ

は，環境に対する取り組みが企業に求められていること，環境問題に対する注目が近年増して

きていることに関連し，企業が，自らが持つ独自のノウハウを消費者教育に役立たせようとす

る動きがあるからではないかと思われる。ライフステージの区分で見てみると，「幼児期」を除

き，「児童期（小学生）」，「少年期（中学・高校生）」，「成人期」，「高齢期」の区分においては該

当する教材の数に大きな差はなかった。また，教材が，幅広く消費者一般向けのものとなって

いることが明らかになった。「消費者教育の体系シート」が示されていても，実際にこの通りに

作っている企業がいかに少ないかということが顕著に表れたといえよう。企業に対して，「消費

者教育の体系シート」の知名度をさらに向上させる必要がある。

５．学習指導要領からみた結果と考察

１）指標

　最後に、学習指導要領を指標にした検討を行う。学習指導要領は小学校、中学校、高等学校

家庭科を対象にした。後述するように該当数が少なかったため、校種別の区分は行っていない。

ここで消費者教育に関わる指標としてまとめると、次の3点になる。

指標①　自立した消費者として判断や行動のできる人間の育成を促す内容であること。

指標②　消費生活と環境との接点について考えさせるまたは、興味をもたせる内容であること。

指標③　指標①および指標②の両方の内容を含んでいるもの。

　これらを含む領域として、家庭については消費生活、家庭生活、食生活、衣生活、住生活、

身近な環境の6分野を対象に見ていく。

２）結果

　全155冊の教材の中で、学習指導要領に基づく指標に該当したのは25.2%の39冊であった。指

標①に該当したものは21.9%にあたる34冊で、指標②に該当したものは21.3%にあたる33冊で

あった。指標③に該当したものは18.1%にあたる28冊であった（表５）。また、家庭科で使うこ

とが可能と判断したものが33冊、社会科で使うことが可能と判断したものが26冊であった。両

方で使用することが可能なものは、12冊である。

　食品では8.3%の6冊に該当し、指標①に該当したものが8.3%の6冊、指標②に該当したものが

4.2%の3冊、指標③に該当したものが4.2%の3冊であった。繊維・衣料では14.3%の1冊に該当し、

指標①に該当したものが14.3%の1冊、指標②および指標③に該当したものがなかった。化学・

石油では21.4%の3冊に該当し、指標①に該当したものが14.3%の3冊、指標②に該当したものが
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14.3%の2冊、指標③に該当したものが7.1%の1冊であった。電機では66.7%の8冊に該当し、指標

①に該当したものが41.7%の5冊、指標②に該当したものが66.7%の8冊、指標③に該当したもの

が41.7%の5冊であった。輸送機器では、いずれの指標にも該当したものがなかった。その他の

製造業では75.0%の12冊に該当し、指標①に該当したものが75.0%の12冊、指標②に該当したも

のも75.0%の12冊、指標③に該当したものも75.0%の12冊となり、いずれの教材も指標①および

指標②の両方に該当するものであった。流通・サービスでは28.6%の2冊が該当し、指標①に該

当したものが28.6%の2冊、指標②に該当したものが28.6%の2冊、指標③に該当したものが28.6%

の2冊となり、いずれの教材も指標①および指標②の両方に該当するものであった。金融・保険

では、いずれの指標にも該当したものがなかった。電気・ガス・電話・通信では66.7%の6冊に

該当し、指標①に該当したものが55.6%の5冊、指標②に該当したものが55.6%の5冊、指標③に

該当したものが44.4%の4冊であった。運輸・旅行では、1社1冊のみで、指標①および指標②に

該当した。情報産業では、いずれの指標にも該当したものがなかった。

　この結果を見ると、電機、その他の製造業、電気・ガス・電話・通信の3業界の企業が作成し

た消費者教育教材は、その多くが学習指導要領の範囲内で用いることが可能であると判断でき

た。

　食品では、指標①「自立した消費者として判断や行動のできる人間の育成を促す内容である

こと」に該当するものが多かった。消費者が適切な食品の選択・消費を行う上で、食品に対す

る正しい知識やその理解は重要である。食生活に関する消費者教育教材は、家庭の食生活分野

において使用されることが多くなると想定される。近年多発した食品偽装などの食に関する問

題、注目が高まっていることからも、食品業界に対するこのようなニーズは、本業の充実とと

もにさらに求められていくと思われる。

　化学・石油では、ひとつの消費者教育教材で幅広くテーマを扱っているものがあり、他の業

界にも例がなく内容が非常に充実していた。学校教育において活用することもさることながら、

消費者教育教材として学校以外の場所での活用も可能と考えられる。

　電機では、児童用の教材、指導手引書、授業指導案、出前授業プログラムと消費者教育教材

として確立したものがあった。授業を実施するうえでの実験材料の貸し出しや、生徒、担当教

師からのレスポンスの収集を受けた教材作成など、ほかの企業ではなかなか見られない取り組

表５　指導要領による評価結果

分析資料数 該当総数 割合 指標① 割合 指標② 割合 指標③ 割合

食品 72 6 8.3 6 8.3 3 4.2 3 4.2

繊維･衣料 7 1 14.3 1 14.3 0 0.0 0 0.0

化学･石油 14 3 21.4 2 14.3 2 14.3 1 7.1

電機 12 8 66.7 5 41.7 8 66.7 5 41.7

輸送機器 7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他の製造業 16 12 75.0 12 75.0 12 75.0 12 75.0

流通･サービス 7 2 28.6 2 28.6 2 28.6 2 28.6

金融･保険 6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

電気･ガス･電話･通信 9 6 66.7 5 55.6 5 55.6 4 44.4

運輸･旅行 1 1 100.0 1 100.0 1 100.0 1 100.0

情報産業 4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合計 155 39 25.2 34 21.9 33 21.3 28 18.1
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みの仕方であった。

　その他の製造業では、学校教育を目的として作成されたわけではないが、内容から判断する

に学校における消費者教育教材として十分に活用できると判断できるものと、学習指導要領の

該当部分を示し、教材の目標や指導案が付属するなど、学校現場で使われることを前提に作成

されている掃除教育用教材があった。

　流通・サービスでは、いずれも消費者として自立した判断・行動を促しながら、環境との接

点について考えさせるものであった。

　電気・ガス・電話・通信では、環境について考察させる教材が多く、指標②「消費生活と環

境との接点について考えさせるまたは、興味をもたせる内容であること」に該当するものが多

かった。インフラ事業と地球環境との密接なつながりに、消費生活もつながっていることを認

識させる内容のもので、消費生活と地球環境の関係について理解させるものであった。

　運輸・旅行では、地球環境と身近な消費生活のつながりについて認識させ、身近にできるこ

とからはじまる地球環境について考えさせる内容であった。

　輸送機器、金融・保険、情報産業では、学習指導要領を基にした指標に当てはまる教材がな

かった。今後、学習指導要領を視野に入れた教材を作成されていくことが望まれる。

３）考察

　学習指導要領に基づき作成した指標①「自立した消費者として判断や行動のできる人間の育

成を促す内容であること」と指標②「消費生活と環境との接点について考えさせるまたは，興

味をもたせる内容であること」であるが，今回該当する教材は、2割程度であった。また個々の

企業の消費者教育教材作成に対する取り組み方には多様性があることもわかった。教材作成の

ために独自の調査を行った企業，国連の活動に賛同して教材を作成した企業，企業として有し

ている専門性を生かした企業と様々である。その中でも，指導要領に基づいて作成された消費

者教育教材は，作成した企業が学校現場で使ってもらおうと目的を持って作成したと思われる。

６．総合的考察と課題

　以上の検討結果をまとめると、次の通りである。

　第1にガイドラインからみると、企業名など作成者情報は6割を超える教材で挙げられていた

が、教材であることの明記や学校種の明記がある教材はきわめて少なく、いずれかが明記され

ている教材は全体の1割程度で、指導手引書も6％の教材でしかない。会員企業においても、こ

のガイドラインは浸透していないといえる。

　第２に体系シートからみると、該当する教材の割合は約2割である。業界別では、製造業の割

合が高い。ライフステージごとにみると、幼児期以外は満遍なく該当する教材があった。対象

領域では「環境」が最も多い。

　第３に指導要領から見ると、該当する教材は2.5割であり、電機、その他の製造業、電気・ガ

ス・電話・通信の3業界の企業が作成した教材は、多くが該当していた。

　そしてこれら３つの指標に該当する教材は１点だけであった。これらの結果からみると、企

業によって消費者教育・啓発教材と考えられているものは、そのほとんどが学校現場でそのま

ま利用できないものであることがわかる。
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　1節で述べたように、学校における消費者教育のおかれている現状をふまえるとこのような状

況はたいへん厳しい結果といえる。もちろん企業の中には、教材作成のために工夫をしていた

企業もみられたがそれは少数であり、大多数の企業が作成する教材はそのまま使えないのも事

実なのだ。

　明確に言えば、これまでの企業は、それぞれの考え方に基づいて教材を作成していれば良かっ

たのだろう。そのような取り組みは、今日では許されない。消費者政策が20世紀型から21世紀

型に変化する中でいわれてきた政策思想は、消費者にとっては保護される立場から自立する立

場への転換であったが、これは同時に事業者にとっても、自立する立場への転換を求めている

のである。だからこそコンプライアンス経営という言葉が用いられた。この場合のコンプライ

アンス経営とは、行政に頼ることなく自ら消費者に信頼される事業者となること、そしてそれ

ぞれの立場から社会に貢献することを要請されているのである。換言すれば、今日の消費者政

策は、行政だけが行うのではなく、消費者、事業者等もその主体的な担い手として活動するこ

とによってのみ、政策が安定して遂行される仕組みとなっている。

　消費者庁設置もその最終的な目標の一つが消費者力の向上にあるといえる以上、消費者教育・

啓発政策はいわばメインストリームである。このような政策も行政だけでなく、消費者、事業

者等が積極的に関わってこそ、はじめてその推進が可能となる。このような意味から企業は教

材を作成する際には、ここで挙げたいずれの指標も少なくともクリアするものを考えなければ

ならない。企業は専門的な情報をもち、それを充分に活用する能力がある。それを自らの製品

開発等に用いるだけではなく、社会に還元していくことが必要だ。消費者の曖昧で不完全な知

識によって企業が振り回されているという認識を企業側が持つこともあるようだが、それはそ

のような知識を獲得する情報しか世の中には広まっていないのであって、そのようにならない

ためには、正確な知識を獲得できるように企業側が適切な教材を供給していくことが望まれる

のである。その意味で、多くの企業が教材作成の取り組みを抜本的に見直し、学校現場でスムー

ズに利用できる消費者教育・啓発教材を作成していくことが期待される6)。

　本論文の課題として、２点ある。まず指標の問題がある。今回は第一次的接近ということで、

既存の指標を利用して検討を行ったが、これらをもとにさらに学校現場の教材として適切な評

価ができる指標の開発を考える必要がある7)。第2に学校現場で利用できる教材を具体的に示す

ことがある。本論文では内容についても検討して指標にあてはめてみたが、紙面の制約で示す

ことができなかった。指標に該当する教材といっても、具体的にはどのような授業で、どのよ

うに用いることが可能なのかまでを提示してこそ、初めて利用できる教材ということになるだ

ろう。その点を明確に示すことが今後の課題である。

　

6  )　国民生活審議会消費者政策部会(2007)のとりまとめである「消費者教育の体系的推進について」に

おいても、「事業者・事業者団体においては、自らも消費者教育の担い手であると認識し、商品やサービス

等に関する情報提供にとどまらず、教材の作成や講師派遣などを通じ、消費者教育に貢献することが求め

られる」と述べられている。

7  ) 奥谷・鈴木(2009)では、学習指導要領等を取り上げるのではなく、独自に指標作成を試みている。我々

も検討していくべき課題と考えている。
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